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市町村母子保健計画の数量的分析
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　全国3,198市町村58保健所政令市のうち，平成8年度に母子保健計画を立てた2,849市町村およ

び24政令市の母子保健計画書を研究対象に，「市町村母子保健計画の評価に関する研究」班が独

自に作成した評価指標を用いて，数量的分析を行った。

　その結果，「首長の挨拶」や「計画の意義」の記載がある市町村の割合は高かった。しかし「市

町村の総合計画との整合性」については記載のないところが多く，その傾向は特に小規模人口の

市町村に顕著であった。また，「計画の目的」のない市町村も全体の23.1％に認められた。「母子

保健活動の問題点」を記載していたのは83.4％，「事業の体系図」を記載していたのは59.8％の

市町村にみられた。厚生省が掲げている母子保健活動の4つの目標」をすべて掲げていたのは

25.1％に過ぎなかったが，「その他の目標」を掲げていたのは64.0％と多かった。「目標と事業の

関連図」は35.6％，「重点目標」は37.4％であった。「基本計画」を記載していたのは63.9％，「事

業計画」は83.8％,「年次計画」は22.7％であった。「目標到達度の数値目標」を記載していたの

は16.2％に過ぎなかったが，「事業量の数値目標」を設定していたのは64.7％であった。「計画の

目標年度」は61.7％，「新規事業」は38.7％に記載があった。「マンパワー確保」については

44.8％に認められた。「計画の住民への通知方法」が記載してあったのは，4.1％に過ぎなかっ

た。「進行管理計画」の記載は21.8％にみられた。「計画の評価」の記載があったのは6.0％に過

ぎなかった。

　このように市町村母子保健計画書は評価，進行管理，目標と事業のつながり，ニーズ把握など

に改善の余地があることが明らかとなった。また市町村人口規模が大きいほど，計画書に基本的

な項目を備えていることが多かった。特に，人口5万人以上10万人未満の場合が最も多くの計画

項目を備えていた。しかし，住民参加や行政内で認知される計画およびマンパワー確保計画は，

人口規模の小さい市町村の方が該当する割合が高かった。今後母子保健計画の改訂の際には，以

上のような点を配慮することが望ましいと考えられる。
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